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I まえがき
ドイツの経営協議会は，第1次大戦後の革命運動において主役を演じたレ
(1) 
ーテ (Rat,複数形で Rate)運動との関連のなかで生まれたものである。当時
レーテは，形式的には政治的主権を有するものという位置づけであったが，
しかしすでに1918年12月16~21日の第1回全国労兵レーテ大会において，制
憲国民議会の選挙を 1919年 1月19日に行うというコーヘン (Cohen,M.）の
(1) Rat, Rateについてわが国では， Betriebsratの場合にはこれを協膜会（経営
協誤会）と訳し， Arbeiterrat,Arbeiter-und Soldatenratの場合には評議会な
いしレーテを訳す場合が多い。 Rat(Rate)は， ドイツでは上記以外に種々な用
い方があるので，本稿では Rat(Rate)について統一訳語をあてず，旧来の訳し
方を参考にして協議会，評議会，委員会，レーテ（単数はラート）などの訳語を
適宜使用することをあらかじめ断っておきたい。
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(2) 
動議が可決されて，政治的運動としては展望を有さないものとなった。
このことはさらに， 1919年1月蜂起におけるレーテ勢力の敗北によって決
定的なものとなった。レーテは活動分野を政治的分野ではなくて，経済的分
野に求めざるをえなくなり，経営vー テ（経営協議会）に重点をおくことにな
った。もともとレーテは，本来は経営においてその就業被用者の代表機関と
して生まれたものである。従って経営レーテが本来のものであり， 11月革命
当初から経営レーテの活動が展開されてきたが，経営レーテは経営において
政治的利害をも代表するものとして位置づけられ，政治的運動の担い手とい
う性格を強く有していた。
ところが当時の政権党であった SPD（社会民主党）の指導的勢力 (SPD・政
府・自由労働組合の首脳部たち）は，もともとレーテをドイツ本来の社会運営の
あり方になじまないものとして，レーテを一日も早く解休し廃絶しようと努
めたが， 1919年1~3月のとりわけJレール地方，中部ドイツそしてペルリン
におけるレーテ勢力の高揚 (3月蜂起）により，政府は3月5日の声明におい
てとにかくレーテを隠めるよう譲歩をよぎなくされた。すなわち，労働者レ
ーテを経済的利益の代表として憲法で保障し，経済的レーテに関する特別法
の制定を約束した。
これは，その後ワイマール憲法第165条およぴ1920年2月4日の経営協議
会法 (Betriebsriitegesetz)としてとにかくも結実するのであるが，こうした過
程を背景に1919年4月8~14日ベルリンにおいて第2回全国労兵レーテ大会
が開催された。同大会は，結論を先にしていえば，経済的分野においてレー
テをどのように位置づけ，経営レーテを基礎にし、て経済的レーテの組織化，
制度化をどのように図るかに重点があった。
(2) 本稿は，大橋昭一「ドイツにおけるレーテ運動の生成」「関西大学商学論集」
第33巻第 4•5 号 (1988年12月），同「ドイツにおけるレーテ体制の成立と変遷」
「関西学院大学商学論究」第36巻第4号 (1989年3月），同「ドイツ経営協議会の
生成」「関西大学商学論集」第3繕＂記い号 (1989年6月）の続稿をなすものであ
る。これら小稿を参照していただければ幸いである。
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本稿は，第2回全国労兵レーテ大会当時どのようなレーテ制度化の構想が
あったかを中心に，若干の考察を試みるものである。
I[ レーテ制度化の諸構想
第2回労兵レーテ大会の出席者は，党派別にみると SPD146名， USP（独
立社会民主党） 56名，兵士代表（大部分が SPD系） 26名， DDP(Deutsche Demo-
kratische Partei:ドイツ民主党） 13名， 農民・農業労働者レーテ代表10名，
(3) 
KPD（共産党） 1名， ドイツオーストリア地区代表9名であった。 SPDは圧
倒的優位を保持していた。
冒頭において第1回全国労兵レーテ大会以来の経過に関して， レーテ中央
評議会 (Zentralrat) 議長ライネルト (Leinert,R.）と USPのリヒァルト・
ミュラー (Miiller,Richard)が演説を行った。前者は，人民代表評議会 (Rat
der Volksbeauftragten:ラィヒ政府）から USP閣僚が脱退したこと (1918年12
月29日）を非難し， 後者は第1回労兵レーテ大会の決議が実行されていない
ことを批判した。
大会では，当時ルール地方で大規模に展開されていた鉱山労働者を中心と
するストライキをはじめ，種々な問題が議題とされたが，中心問題であった
レーテ制度化に関しては， コーヘン （レーテ中央評議会メンバーで SPD)とド
イミヒ (Diiurnig,E. : USP)の基調報告の後， SPD,USP, DDPおよびライ
ヒ政府よりそれぞれ決議案が提出された。
(1) SPD（コーヘンら）の構想
SPDでは， すでに 3月1日同党幹部会と同党国民議会議員団がレーテ組
織の承認とストライキ中止を訴えた連名のアピールを出した。つづいて同月
22~23 日ワイマールで行われた同党の幹部会・国民議会議員団•その他の組
織代表による会議において， 経営レーテ（ないし労働者レーテ）に関して特別
(3) Brock, A., Die Arbeiter-und Soldatenriite von der revolutioniiren Aktion 
zur Integration, in, Crusius/Schiefelbein/Wilke (Hrsg.), Die Betriebsrate 
in der Weimarer Republik, Berlin 1978, S. 30 ff. 
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法の制定が行われるべきこと，これら基礎Vーテ以外に地域労働者レーテお
よび全国（ラィヒ）労働者レーテが設けられ， それが経済的ないし社会政策
的法律について制定前に意見を聞かれたり，独自に法律案作成の建議をなし
(4) 
うるものとすべき旨の確隠を行っている。こうしたレーテ体制容隠の路線に
従って， この第2回全国労兵レーテ大会ではコーヘンやカリスキ (Kaliski,
J.）ら SPDレーテ活動家のいわゆる労働議会 (Kammerder Arbeit)を骨子
とするレーテ組織案が， SPD決議案として提出された。
(5) 
コーヘン，カリスキの考えによれば，レーテの根本は，労働者を生産の担
い手という機能においてとらえるところにある。「レーテ理念の本質は， 労
(6) 
働者を生産の担い手とすることである。」そのいわんとするところは， 分業
の進展により個々の労働者の労働が，生産あるいは生産物の全休的関連につ
いての感覚を失った部分労働と化し，労働の意義を喪失したものとなってい
るので，それを労働者に回復するために，生産者の組織としての労働者の組
織を確立することが必要であるということである。
それ故労働者は，社会政策的措置，労働時間の規制や賃金引き上げ等によ
って，肉休的あるいは経済的に報われる必要があるだけではなく，何よりも
まず，生産者として生産の運行に自ら関与し，決定しうるようになることが
必要である。しかもそれは，部分労働の担当者があい集ってはじめてなしう
ることであるがために，集団において，生産者としての労働者の集団におい
てのみ可能であり，その集団，組織がレーテである，というのである。
コーヘンによれば，こうした分業の進展による部分労働化は，資本主義の
発展とともに進行し，かつ労働者に対する搾取と抑圧の手段ともなっている
(4) Brock, a. a. 0., S. 3. Rosenberg, A., Geschichte der Deutschen Re加blik.
Karlsbad 1935.吉田輝夫訳「ヴァイマル共和国史」東邦出版社， 94-95ペー ジ。
(5) Cohen, M., Der Riitegedanke im ersten Revolutionsjahr, Soがalistische
Monatshefte, 17. Nov.1919, S.1043 f. Kaliski, J., Der Riitegedanke beim 
Neuaufbau Deutschlands, Sozialistische Monatshefte, 24. Miirz 1919, S. 229 
f. 
(6) Cohen, a. a. 0., S. 1043. 
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ものではあるが，しかし「階級関係の揚棄それだけでは，労働者の労働に対
するこの内的関係を原理的に新しく形成することはできない。むしろこのた
めには，現在の方法では全休生産物の物的創造者たりえないところの労働者
が，精神的意義をもちうるようにすることが肝要であり，それは労働者が全
休の過程を自ら駆識し， 自己をこの過程の不可欠な構造要素として感知し
て，作業遂行上において最終成果についての全体的責任を自ら担うことによ
(7) 
ってなされる」。
コーヘンらが問題にしているのは，このように分業の進展による部分労働
化，それにともなういわゆる労働疎外の問題であり，しかもそれを階級対立
以前の問題として提起している。 これに対して USP, 革命的オプロイテ，
KPDなどレーテ左翼派は， 階級対立観のうえにたって「すべての権力をレ
ーテに」をスローガンとして，経済的権力のみならず立法，行政も含め全権
力をレーテにおいて掌握し，労働者階級の権力樹立をめざそうと主張をして
いたのであり，問題意識において根本的な相進があった。
従って，コーヘンらによれば，労働組合がもしこの部分労働化克服という
機能をも果たすならば，レーテのような特別な組織は不必要ということにな
る。 しかしドイツでは，・「11月革命以前およびその決定的段階において，労
働組合はこの点において充分な使命を果たすところがなかったために，労働
者レーテとよばれる新組織が自然に生まれてきた」。それ故レーテと労働組
合とは別の機能をもつ。「生産問題についての労働者の参加 (Mitarbeit)は
労働者レーテによって行われる。……これに対して労働者たちの階級利害
(8) 
(Klasseninteresse)の擁護は，これまでと同様労働組合の任務である」。
こうした考えにたって， コーヘンが第2回労兵レーテ大会において SPD
(9) 
案として提出した決議案は，以下の通りであった。（図1参照）
(7) Cohen, a. a. 0., S. 1044. 
(8) Cohen, a. a. 0., S. 1044, 1045. 
(9) 第2回全国労兵レーテ大会での SPD,USP, DDPおよびラィヒ政府の決議案
は， Brock,a. a. 0., S. 34 f. Wissell, R., Zur Riite-Idee, Die Neue Zeit, 
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SPD（コーヘン）提出決議案
r. 1. 社会主義共和国の基礎は，社会主義的民主主義でなくてはならない。プルジョ
ア民主主義は，その代議制度において，住民を単に数をもって評価するものにす
ぎない。社会主義的民主主義は，住民を労働活動に基づいて把握するよう努める
ことによって，その補完をなすものでなくてはならない。
2. このことは，労働議会の創立によって最もよく行われることができる。労働議
会には，すべてのドイツ人が職業 (Beruf)ごとに区分されて選挙権をもつ。
3. この目的のために，すべての産業において，就業者のすべての範疇（経営指揮
者を含む）を考慮したところの生産協議会 (Produktionsrat)を設ける。生産協
議会にはおのおのの範疇から代表（レーテ「Rate〕）が参加する。農業および自
由業においても同様な代表組織を設ける。
3a.代表 (Riite〕は，個々の経営ごとに，ないしは労働組合の単位となっている経
営ごとに行われる選挙で，選出される。
3b.生産協議会は市町村レペルにおいて個々の産業部門ごとに設けられ，それが同
一部門ごとに郡，県，ラント（邦または州〕レペルにおいて組織され，最後にラ
ィヒ［全国〕レベルにおいて中央生産協議会を形成する。
4. 各最小の経済地域単位ごとに労働議会が設置され，その議員はおのおのの生産
協議会において選出する。
5. 労働議会は市町村ないし大規模市町村ごとに設けられる。すなわち1つの経済
地域単位をなす市町村ごとに設けられるものとする。
6. 郡，県，ラント，全ドイツの生産協議会は，同一の職務を行う。各地各レペル
において一般的な国民議会 (Volkskammer)と労働議会が存することになる。
7. すべての法律は，両議会の賛同を必要とする。ただし国民議会（市町村議会，
郡議会，県議会，ラント議会，ラィヒ議会）においてひき続き3年の間において
修正されることなしに採択された法律は，法律として効力をもつ。
8. 両議会はそれぞれが，国民投票 (Volksabstimmung)を求める権利を有する。
9. 労働議会は，原則として，経済的性格の法律案すべて（とりわけ社会化に関す
る法律）について，先議権を有する。労働議会はこの分野についてイニシャチプ
をとるものとする。国民議会は，原則として，一般的な政治的性格をもつ法律案
と文化的性格をもつ法律案について，先議権を有する。各職業ごとの議員の配分
は特別法によって定める。
I. 1. 労働組合は，それぞれの1つの職業ごとの労働者の代表である。労働組合の経
37. Jg., 1919, Z. Band, S.195 f.に収録されているが， SPD（コー ヘンら）
案については， Cohen,a. a. 0., S. 1048-1049によった。訳文中（…〕は原語か
大橋において補足したものである。（…）は原文中にあるものである。以下同様。
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営における執行機関を経営レーテ (:!3etriebsriite]とする。経営レーテは，労働
者委員会・職員委員会・公務員委員会のこれまでの任務およびさらに拡大された
任務を果たさなくてはならない。
2. 1つの産業部門ないしは職業部門における賃金条件・労働条件の規定は，組織
対組織によって，すなわち労働組合と企業者団体によって行われる。
3. 労働者レーテ (Arbeiterriite〕が，生産協議会において生産の問題のために労
働者の代表を形成する場合にも，これまでに設立された，使用者団体と労働組合
が協力するものたる労働共同体 (Arbeitsgemeinschaft〕が，賃金条件・労働条
件およびその他の職業上の問題について規定する機関である。
4. 生産協議会は，労働者と企業者とが共同で担うところの，生産の代表者であ
る。労働者は生産協議会において労働者レーテを代表者とする。生産協議会は社
会化の下部構造である。
コーヘンらの構想は，約言すれば，まず産業分野ごとに市町村を単位に労
働者・企業者各同数の代表（経営ごとに選出）からなる生産協議会を作る。そ
れを郡・県・ラントと順次組織していって，全国レベルにおいて産業部門ご
との生産協議会を作る。一方各市町村において， 通常の市町村議会と並ん
で，すべての産業分野の代表（生産協議会で選出）が集って当該市町村労働議
会を作るが，同様な方法で郡・県・ラント・全国の各レベルにおいて労働議
会を作り，全国レベルの労働議会が，通常の国民議会と並ぶ第2院として機
能する。
他方，各経営においては，旧来の労働者委員会の機能を果たす従業員代表
機関として経営レーテが作られ，それは経営とし9ヽ う作業現場における労働組
合の執行機関として機能するが，賃金・労働条件の交渉は労働組合が行う。
従ってコーヘンらの構想によれば，レーテ組織は国民議会とも併立し，ま
た労働組合とも両立しうるものであって， コーヘンらにとっては， SPDと
してとにかくレーテを謁め，レーテに代表される労働者大衆・一般大衆のエ
ネルギーを収拾するためには，これしか方法がないであろうと思われるもの
であった。しかしこのようなコーヘンらの構想は，この第2回労兵レーテ大
会では,SPD案として提出され，大会において多数をもって採択されたので
はあるが，結局 SPD主流には受け容れられず，すでに2か月後の同年6月
22(438) 第 34巻第 3 号
開催された SPD党大会では，賛成ただの1人で否決という結末をみた。そ
れほど SPDでは，とにかく反レーテという考えが強かったのである。
(2) USPの構想
USPには，当時レーテ運動の主たる担い手であった革命的オプロイテが
所属しており，いわゆる純粋レーテ休制 (dasreine Riitesystem)論を代弁す
るものであったが， ブラス (Brass,0.）， ガイヤー (Geyer,C.)およぴロー
ゼンフェルト (Rosenfeld,K.)の名において提出された USP決議案は次の
(10) 
通りであった。（図2参照）
USP提出決議案
I． 勤労住民の代表は，政治分野では労働者レーテであり，経済分野では経営レー
テである。
労働者レーテの選出と経営レーテの選出とは，経営選挙制度および職業選挙制
度に基づいて行われる。
被選挙権およぴ選挙権は，男女の別を問わず，次の者にある。すなわち，他人
労働力の搾取をすることなしに，社会的に必要で有用な労働を行っていて，自己
の手労働もしくは頭脳労働をもって，自己の生計の資を稼得している者で，満18
歳以上の者。
労働者レーテと経営レーテの選出は， 一定期間の任期を保障するものではな
く，いかなる時にでも解任しうるものとして行われる。
]I. 政治分野で活動する労働者レーテの組織は，市町村の労働者レーテを基礎とす
る。市町村労働者レーテは，レーテ体制の完成までの間，市町村行政のコントロ
ールにあたるものとする。この地方自治体労働者レーテから郡．地区，県ごとに
郡労働者評議会 (Kreisarbeiterriite]，地区労働者評議会， 県労働者評議会が選
出され，それぞれの当該行政官庁のコントロールにあたるものとする。
統一ドイツ共和国が実現していない間は，個々のドイツ共和国にラント中央評
議会が組織される。
全政治権力はレーテ大会が有する。レーテ大会は労働者レーテの代表から構成
される。レーテ大会は少なくとも 3か月に1度開催される。レーテ大会において
中央評議会 (Zentralrat〕を選出し， それが人民代表（ラィヒ政府閣僚〕を任命
し，かつそれのコントロールにあたる。
lI. 経済分野で活動する経営レーテの組織は， 経営および職業を基礎とする。す
(10) Wissell, a. a. 0., S. 198-200. 
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べての経営で経営レーテが選出されるが， それは経営職場委員〔Betriebsver-
trauensleute]から構成される。経営職場委員は当該経営の職場部門を代表す
る。小規模経営と，経営ごとの組織ができない職業では，選挙団を構成する。
経営レーテは，私企業，地方自治体経営，国家経営における男女の労働者，職
員および公務員の利害を擁護し，経営のたち入ったコントロールにあたるものと
する。経営レーテは経営の社会化において参画する (mitwirken)。
ラィヒ全体は，工業，事業，商業，農業の状態を考感して，経済地区に分けら
れる。
おのおのの経済地区ごとに， 経営レーテにより地区工業グループ評議会 CBe-
zirksgruppenrlite]，地区事業グループ評議会， 地区商業グループ評議会，地区
農業グループ評議会が選出される。同様に自由職業集団により地区グループ評議
会が選出される。
地区グループ評議会は，それぞれのグループごとに，ラィヒレベルにおいてラ
ィヒグループ評議会 (Reichsgruppenrlite〕を選出する。
ラィヒグループ評議会は，ラィヒ経済評議会を選出する。
地区グループ評議会，地区経済評議会， ラィヒグループ評議会，ラィヒ経済評
議会は，専門家を関与させることができる。
ラィヒ経済評議会は，ラィヒ全体の全経済状況を監視し，中央評議会と共同し
て，生産維持のための管理標準と私資本主義的生産の社会主義的生産への移行の
ための管理標準とを策定する。
みられるように USPの構想は，政治的レーテたる労働者レーテと経済的
レーテたる経営レーテとの 2本立ての形でレーテ組織を措定している。一方
では，労働者レーテを政治的レーテとして行政組織に対応して市町村から順
次全国（中央）レベルまで組織していく。他方では， 経営レーテを 5つの産
業部門（工業事業（たとえば交通や宿泊業など），商業農業，自由業）ごとに，
地区レベルの代表（地区グループ評議会）から全国レベルの代表（ラィヒグルー
プ評議会）へ組織していくとともに， それと併行して， 各地区ごとにはその
地区の全産業部門の全経営レーテの代表たる地区経済評議会を， 5つの産業
部門別地区グループ評議会代表をもって形成し，全国レベルでは全国の全経
営レーテの代表たるラィヒ経済評議会を， 5つの産業部門別全国グループ評
議会代表をもって構成する。
この場合， SPD（コーヘンら）の前記の構想とくらぺると，まず経済的レー
レーテ制度化と経営協議会(I)（大橋） (441)25 
テとしての経営レーテが労働者（従業員）のみからなり， 従って地区レベル
または全国レペルの経済評議会も， 労働者（従業員）のみの代表機関である
点が注意されるべきである。 SPD（コーヘンら）の構想では，生産協議会は労
資構成の機関であり；生産協議会代表よりなる労働議会も，労資の利害を統
合したその地区ないし全国の経済に関する意見集約の場であり，それが通常
の議会組織に対して第2院的機能を果たすという考えである。
ところが USP構想では，労働者のみからなるレーテ組織を，政治およぴ
経済の両分野において，旧来からの組織（行政組織企業・経済組織）に対応し
て築き上げようとするものであり，旧来の組織が存続する間はそれのコント
ロールないしそれへの参加をめざし，旧来の組織が機能を停止した時には，
レーテ組織をもって政治，経済の全分野について自ら運営をなしうることを
意図したものであった。
このような意味において，それはまさに“純粋”レーテ体制といっていい
ものであり，当時 USP，革命的オプロイテ，KPDなど左翼派の構想していた
レーテ執政組織を図に画いたものといえるが，政治的レーテ（労働者レーテ）
と経済的レーテ（経営レーテ）との2本立てとなっているところに， 1919年1
月以降の政治的レーテから経済的レーテヘの重点の移行過程が反映してい
る。
(3) DDPの構想
DDPは， 1918年11月16日設立された民主党， 既存の進歩人民党 (Fort-
schrittliche Volkspartei)およぴ国民自由党 (NationalliberalePartei)左派によ
(11) 
り正式には1918年11月20日生まれたものである。同党は都市の中産階層を主
たる基盤とし，ドイツにおける左翼自由主義的傾向を代表するものであった。
1919年1月19日の制憲国民議会選挙では議員数第3位の成績を示し，SPD，ヵ
(11) Frye, B. B., Liberal Democrats in the W:函marRepublic, Southern Illinois 
University Press 1985.関口宏道訳「ヴプイマール共和国における自由民主主
義者の群像」太陽出版， 90ペー ジ。
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トリックの中央党 (Zentrum)とともにワイマール連合 (WeimarerKoalition) 
を形成し政権を担当した。
同党には M.ウェーバー（Weber,Max)， トレルチ (Troeltsch,E.）， マイ
ネッケ (Meinecke,F.）など著名の学者をはじめィンテリが多く， またナウ
マン (Naumann,F. : DDP初代議長）のようなキリスト教的社会運動家もい
たが，実業家の中にはシャハト（Schacht,H.)はじめ銀行家が比較的多かっ
た。 11月革命当時は，その中間的立場のために DDPから市長に選ばれた者
が多くあり，左翼自由主義的立場にたつ専門職公務員もこの党に多く属して
いた。このような事情もあり， 1918年12月16~21日の第1回全国労兵レーテ
図3:DDP案
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レーテ制度化と経営協議会(I)（大橋） (443)27 
大会にも，同党系代議員が25人参加している。 DDP提出決議案は次の通り
(12) 
であった。（図3参照）
DDP提出決議案
I. 労働者協議会 (Arbeiterriite]は， ドイツの全労働国民の経済的利害を代表す
るものとして，ラィヒ憲法によって基本的に承認される。労働者協議会の範囲，
選挙，権限は， 速やかに公布されるべきレーテ法によって規定されるものとす
る。労働者協議会の選挙は， ラント集会で定められる一定地区ごとに，最高当選
数限度つきの比例代表制選挙により， 平等・直接・秘密投票に基づいて行われ
る。選挙は，職業集団•~手労働者，頭脳労働者，自由職業者，自ら労働してい
る企業者＿ごとに分離して行われるが，特定の原則の提示のもとに，比例的な
人数が頭脳労働者に割り当てられる。被選挙権は25歳以上の者とする。
I. 地区労働者協議会〔Bezirksarbeiterriite]は，経済的な法律と命令の施行に
ついて監督し，立法措置を提議し，その地区における労働住民の経済的権利を擁
護するものとする。地区労働者協議会は互選によりラィヒ労働者協議会 (Rei-
_chsarbeiterrat]の代議員を選出する。 ライヒ労働者協議会の通常の職務は，ラ
ィヒ執行評誤会〔Reichsvollzugsrat]が行う。
皿 ラィヒ労働者協議会は，ラィヒ政府のすべての社会政策的措置および経済的措
置について管轄権をもつが，とくに次の事項について管轄する。
a) 労働者・職員・公務員および農民の権利の問題について。
b) 社会化に適した経営と職業部門の社会化の準備について。
ラィヒ労働者協議会は，その管轄下の事項につき， ラィヒ政府に対して提案を
したり，法律草案を提起する権限をもつ。ラィヒ政府は，経済的法律と社会的法
律については，提出する以前にラィヒ労働者協議会の意見を聞かなくてはならな
い。ラィヒ労働者協議会は，ラィヒ政府の内部における協議のため，および国民
議会と権限ある委員会における協膜のために，協議権 (beratende Stimme)を
有する代表を，互選により派遣する権利を有する。
w． ラィヒ労働者協議会は，その管轄に関連する事項につき， ドイツラィヒの立法
機関が行った議決に対して，協議会での投票の4分の3以上の賛成のある場合に
は異議を申し立てて施行の延期を求める権利を有する。異議申し立てのあった場
合には， ドイツラィヒ立法機関において改めて審誤と採決が行われなくてはなら
ない。 ドイツ国民議会が改めて誤決を行った場合には一ーただしそれが4分の3
以上の多数決によっていない時において一ーラィヒ労働者協議会は4分の3以上
の多数の贅成があれば一般国民投票を求めることができる。国民投票はラィヒ大
(12) Wissell, a. a. 0., S. 202-203. 
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統領の贅同を必要とする。
v. ドイツの労働国民は，職業集団別に組織される。おのおのの組織は，ラィヒ執
行評議会の承認をうけることを要するが，当該職業部門の次の事項について参画
する権利 (Rechtauf Mitwirkung〕をもつ。
a) 自己の部門に関連する法律や命令（施行規程）の施行について。
b) 労働契約法について。
C) 事業的調停制度，労働者保護，職業紹介，見習制度の充実について。
DDP案は，要するに，一定の地域ごとに， 労働者・経営者・自由職業者
の代表からなる地域労働者協議会（レーテ）を作り， 次いでその互選により
選ばれた代表をもって全国レベルの労働者協議会を作るが，それらは経済的
ないし社会的な法律について建議をしたり，意見を聞かれたり，施行につい
て監督をしたりするもので，せいぜい関係する法案について条件つきの拒否
権をもつものであった。それは労働者協議会と命名されているが，経営者な
ども含んだものである点においては， SPD（コーヘンら）の案と同趣旨のもの
であり，しかも地区労働者協議会，ラィヒ労働者協議会は，当該地区または
全ラィヒについて全職業部門を包括したものであるから， SPD（コー ヘンら）
案での労働議会に照応するものである。つまりそれは，労働者協議会の名に
おいて， SPD（コーヘンら）案の労働議会を地域と全国のレベルで設けようと
いうものであった。
(4) ラィヒ政府の構想
レーテ問題についての当時のラィヒ政府の考えは，まず1919年3月5日の
(13) 
政府声明にまとめられている。その要点は，①労働者レーテを経済的利害の
代表として承認する。③経営レーテには同権的参画 (mitwirken)を認める。
⑧経営者と労働者（およびそれぞれの団体）により労働共同体を作り， 各部門
ごとにそれが生産・流通のコントロールと規制にあたる。④経済政策的ない
し社会政策的な措置の取り扱いなどのために，地域レベルおよぴ全国レペル
において労働誤会を設ける，というものであった。
(13) くわしくは大橋昭一「ドイツ経営協議会の生成」 90ペー ジ。
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第 2回全国労兵レーテ大会において， ウィッセル (Wissell,R.)を担当者
として提出されたラィヒ政府のレーテ組織案は，当時新憲法第34a条として
提示されていたもので， それが骨子においてはそのままワイマール憲法第
(14) 
165条として制定されることになったものである。（図4参照）
ラィヒ政府提出決議案
労働者は，企業者と同等の権利をもって相共同して賃金条件・労働条件の規定
ならびに生産力の全体経済的発展に参画する (mitwirken)ことができるものと
する。両者それぞれの側における組織およぴ労働協約は，これを公認する。
労働者は，その社会上および経済上の利害を擁護するために，経営労働者評議
会 (Betriebsarbeiterriite)，地区労働者評脹会 (Bezirksarbeiterriite) およぴ
ラィヒ労働者評議会 (Reichsarbeiterrat)をもって，経営および経済地域ごとに
組織された法律上の代表者とする。
地区労働者評議会およびラィヒ労働者評議会は，全体経済的任務を遂行し，か
つ社会化法の実施につき参画するために，企業者の代表とともに地区経済協議会
(Bezirkswirtschaftsriite)とラィヒ経済協議会 (Reichswirtschaftsrat)を組織
する。
社会政策および経演政策に関する法律案にして根本的重要性をもつものについ
ては，ラィヒ政府は， ラィヒ議会にそれを提案する前に，ラィヒ経済協議会の意
見を聞くことを要する。ラィヒ経済協誤会は，自らこの種の法律をラィヒ議会に
建誤する権利をもつ。それは， ラィヒ政府およびラィヒ参艤院の法律案と同様に
扱われるべきものとする。
労働者評議会および経済協議会に対しては， それぞれ指定された分野につい
て，コントロールと管理の権限 (Kontroll-und Verwaltungsbefugnisse]を委
譲することができる。
労働者評議会と経済協議会の構成と任務，ならぴその他の社会的自治体との関
係は， ラィヒの法律によって定める。
政府案は，正しくは「経済民主主義の導入のために」 (zurEinfiihrm:ig der 
(15) 
Wirtschaftsdemokratie)とされていたが， 提案者ウィッセルの説明によると
レーテ組織と労働組合組織との 2本立てのものであった。まず前者では，従
業員代表組織として経営ごとに経営労働者レーテ（評議会）ができ， さらに
(14) Wissell, a. a. 0., S. 203-204. 
(15) Brock, a. a. 0., S. 37. 
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地域労働者評議会，ラィヒ労働者評議会ができる。これに対応して企業者の
側でも，地域ごとに商工会議所等の形で組織化が行われ，その全国代表が決
められる。企業者の地域代表と地域労働者評議会代表とによりその地域の経
済協議会が作られる。厳密な意味でのレーテに関連する組織は以上であっ
て，レーテは地域代表の機関と位置づけられ，それに照応する企業者の地域
代表と対応するものであり，全国代表もそうした地域代表を総括するもので
ある。
一方これと並んで，既存の労資の組織，すなわち各職業部門（ないし事業部
門ないし産業部門）ごとの労働組合と，それに対応する企業者・使用者の団休
が存在する。この場合レーテが地域代表という性格のものであるのに対し
て，労働組合は労働者の側における当該職業部門のいわば職種的組織・職業
代表と位置づけられ，それに対応する企業者・使用者団休とそれぞれの職業
部門ごとの協議機関として労働共同体を形成する。それとともに労働組合側
では全国の全労働組合代表を，企業者・使用者側は全国の全企業者・使用者
団休代表をそれぞれ決定する。
そしてラィヒ経済協議会は，労資ぞれぞれについて以上のレーテ組織系統
の代表（地域代表）と労働組合組織系統の代表（職業別専門分野代表）を含むも
のである。すなわちそれは，前者のラィヒ労働者評膜会代表と商工会議所等
の全国代表，および全労働組合の全国代表と全企業者・使用者の全国代表，
それにつけ加えるに， 以上の生産者以外の代表（たとえば消費者代表など）に
より構成されるものであった。
以上のような政府案において，第1のレーテ組織の系統がコーヘンら SPD
レーテ活動家の主張する労働議会に配慮したものであり， 第2の労働組合
組織の系統が自由労働組合幹部らの推進していた労働共同休構想にこたえる
ものであったことはいうまでもない。政府案の何よりの特徴は，①とにかく
レーテを政治外のものとして， つまり経済領域のものと位置づけるととも
に，R経済領域の労働者（被用者）の組織として競合することになるレーテと
労働組合とを地域代表と職種代表として分業的に両立させ，⑧しかもそれぞ
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れにおいて労働者（被用者）側と企業者（使用者）側との対応かつ協調という組
織を一貫して追求しているところにある。 このことは， 当時 SPD・政府首
脳のおかれた立場，解決せんとした課題が，レーテ問題に関してはまさにこ
の3点にあったことをよく示している。
政府案は，このようにコーヘンらの主張にも配慮したものであり，他方コ
ーヘンらが政府案とは別に SPD案として提出した構想においても，前述の
ように通常の議会たる国民感会の組織およぴ労働組合の組織が前提とされて
おり，この限りにおいては政府案もコーヘンらの案も，根本的相遮がないも
のであった。
事実，政府案提案者ウィッセルは， SPD（コーヘンら）案に対して，選挙が
多段階で行われるなど運営の困難性と硬直性，およぴ経済部門をコーヘンら
のいうように明確に区分できないことなどを難点としてあげており，基本的
(16) 
反対を唱えてはいない。しかしコーヘンらの樺想は， 2か月後の SPD党大
会で一致して反対という結果をみるにいたったが，その論争点はどこにあっ
たであろうか。次項において SPD党大会における論議をみてみよう。
（次号につづく）
(16) Wissell, a. a. 0., S. 198. 
